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（平成26年～平成30年）

基本施策 14 展開方向 1

予算区分 一般会計

学校体育施設開放事業

令和２年度以降

款 0301 中大

～

教育委員会事務局

スポーツ推進課

担当部

担当課

10　教育費
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事業番号

実施計画事業

実施計画事業以外の事業

令和元年度 事務事業評価シート
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〇学校体育施設開放運営事業
　学校単位で設置する開放運営委員会に体育館、グラウンド等の開放業務を委託し、スポーツ振興会や競技団体の活動
の場等として開放し、245,004人が利用しました。
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1．事業の概要
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４．総合評価

千円 節 節事務事業評価による額

〇学校体育施設開放運営事業
　体育施設の不足分を補うために学校体育施設の空き時間を利活用することは重要であり、現状
では全ての小中学校の体育施設の空き時間を開放しているので、事業の方向性は「維持」と判断し
た。

予算区分

改善点は見られない 改善点が若干見られる 大いに改善すべき

〇学校体育施設開放運営事業
　全体的に事業費は横ばいであり、全ての小中学校で学校体育施設を開放するなど有効活用が図
られており、今後も大幅な利用者増は望めない。
　また、令和元年度から予算額が減少しているが、これは学校体育施設プール開放事業の廃止に
よるものである。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの
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